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ヒ素の発癌メカニズムージメチルヒ素の代謝過程で生ずるヒ素活‘性

種の発癌への関与一

Carcmogenicmechanismofarsenics-Carcinogenicmplicationsofthe

activearsenicspeciesmetabolicallyproduced丘omdmethylatedarsenics-

日本大学薬学部基礎薬学系衛生薬学部門環境衛生学ユニット

山中 健 三

2004年発行されたIntemationalAgencyfbrResea1℃honCancer（IARC）

MOnoglaphsontheEvaluationofCa1℃inogenicRiskstoHumans84巻I)で約20年ぶり

にヒ素発癌に関する評価がまとめられ、ヒトの皮膚、肺および勝耽に対する発

癌性が明らかになり、また、動物実験でのヒ素発癌モデルもいくつか提唱され

てきた。特に、これまで毒性発現の観点からは、無機ヒ素のメチル化代謝は主

要な解毒機構の一つであるものと考えられてきたが、その主要代謝物であるジ

メチルアルシン酸[(CH3)2ASO(OH),DMAv]を用いた発癌実験モデルは、ヒ素発癌

の機構解明の上で大きな意義をもたらした。

私どもの研究室ではこの無機ヒ素の主要メチル化代謝にフォーカスをあて、

その遺伝子傷害性ならびに発癌‘性の誘発機構に関して、invitmならびにinvivo

実験による検討を行ってきた。その結果､DMAVの還元代謝過程の中で生ずる3

価ジメチルヒ素のMAIⅡ)､ならびに究極還元代謝物であるジメチルアルシンなど

が酸素分子と反応することで生ずるヒ素活‘性種が肺や皮膚に対する発癌誘発に

大きく寄与していることを明らかにしてきた。以下に、平成18年11月3－4日

に開催された「地下水砥素汚染による健康被害とその対策に関する国際シンポ

ジュウム～土呂久からアジアへ35年の歩み～」において、「ヒ素の発癌メカ

ニズム」として発表した講演内容の要旨を紹介したい。

'・ジメチルアルシン酸のMAv）以降の還元代謝経路

DMAvは一部トリメチル体にメチル化されることが報告されているが、還元

型グルタチオン(GSH)により容易に還元代謝を受け､DMAⅡIが生成することが指

摘されて以来2,3)、このDMAIIIの毒’性に興味が持たれてきた。事実、ジメチル亜

ヒ酸[(CH3)2AsOH]のようなDMAIIIはDMAvよりも毒性が強く、酸化ストレスを
介した遺伝子傷害性4)や細胞障害性5)を有するという報告がなされたことから、
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ヒ素発癌の原因分子の一つである可能性が指摘されてきた。その原因もDMA皿

自身により引き起こされるものではなく、ヒドロキシラジカルの直接的な生成

を介して引き起こされるものと推定されてきたが6)､その生成量は極めて少なく、

その活‘性種本体については不明な点が多く存在した。そこで、私どもの研究室

では核酸塩基の酸化障害、具体的にはチミングリコールの生成を指標に検討し

た結果、DMAⅡIが酸素分子を還元して生ずるスーパーオキシドアニオンを起点

として産生される過酸化水素やOHラジカルのような活性種ではなく、ジメチ

ル亜ヒ酸が酸素分子と反応して生ずるジメチルヒ素過酸化体が酸化ストレスの

本体である可能i性が強く示唆された7)。また、マウスを用いた発癌実験モデルか

ら、ジメチル亜ヒ酸のモデル化合物として用いたヨウ化ジメチルアルシンは皮

膚発癌に対するプロモーション作用を有することを明らかにし、さらに、ジメ

チルヒ素によるマウス肺発癌プロモーション作用は緑茶由来の抗酸化剤である

エピガロカテキンガレートにより著しく抑制されることも見いだした8)｡このこ

とから、発癌プロモーション作用の主因はDMA'''を介して生ずるジメチルヒ素

過酸化体による可能性が推定された。

また、DMAV投与したマウスの肺、皮膚、肝臓、勝耽などのヒ素発癌標的組

織において、発癌との正の相関がみられる酸化ストレスのバイオマーカーであ

る8－hydroxy-2,-deoxyguanosine（8-OHdG)の生成が顕著に増加したことからも9)、
DMAvの還元代謝過程で生ずるDMAIIIを介して生成される活性種により発癌プ

ロモーション作用が引き起こされることが示唆された。

nDMAIII以降の還元代謝ならびにヒ素ラジカルの生成

DMAvは生体内でGSHと反応し、容易にジメチルヒ素_SG抱合体が生ずるこ

とが推定されている。事実、DMAvとGSHをモル比1:3で反応させると、容易

に抱合体ができることからも支持されよう’0)。このGSH抱合体[(CH3)2As-SG］

は容易に還元を受け、究極還元代謝物であるジメチルアルシン[(CH3)2AsH]へ変

換される可能性を見いだした｡その一つの可能性として､(CH3)2As-SGはNADPH

存在下、GSHリダクターゼにより2電子還元を受け、ジメチルアルシンが酵素

的に生体内で生成する可能性を示した。

また、先に、我々はDMAvを経口投与したマウスの呼気中に非常にわずかで

あるがジメチルアルシンが代謝・排池されることを見いだし、このジメチルア

ルシンが酸素と反応し生ずるジメチルヒ素活性種に発癌イニシエーション作用
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を有することを推定してきた’')。具体的には、ジメチルアルシンは酸素分子と

反応し、ジメチルアルシンラジカル[(CH3)2As・]およびジメチルアルシン過酸化

ラジカルKCH3)2AsOO・]が生成し、これらラジカルがDNAに傷害を与えて、発

癌イニシエーションを成立させ得る可能性を推定してきた’2)。そこで、このジ

メチルアルシン処理したマウスに発癌性が誘発されるか否かを明らかにするた

めに、マウスを用いた肺発癌実験を試みてみた。この生体内生成の可能性が示

されたジメチルアルシンは揮発'性が高く、空気に触れると、ただちに発火する

反応性の極めて高い物質である。そこで、合成したジメチルアルシンを脱気し

たオリーブオイルに懸濁したものを投与液として､A/J雄マウスに腹腔内投与し、

25週間通常飼育後の肺組織に発生した腫蕩数を測定するとともに、その病理組

織学的な解析も行った。その結果、主にadenomaが発生し、投与群では有意に

その発生数に増加が見られた。また、ddY系雄マウスを用いた場合にも、発生

腫傷数の有意な増加が認められた。以上のことからも、ジメチルアルシンの酸

素分子との反応により生ずるジメチルアルシンラジカルおよびジメチルアルシ

ン過酸化ラジカルには発癌イニシエーション作用を有することが推察された。

Ⅱ1.結論

Fig．1にDMAvの還元代謝過程の中で生ずるヒ素活性種とその遺伝子傷害お

よび発癌との関連を要約する｡DMAvはGSHと容易に反応し､ジメチル亜ヒ酸、

ジメチルヒ素一GsH抱合体などのDMAInを生ずること、さらにこの抱合体は

NADPH存在下、酵素的な2電子還元を受け、究極還元代謝物であるジメチルア

ルシンにまで還元される可能性を指摘した。これらヒ素活性種のうち、ジメチ

ル亜ヒ酸は酸素分子と反応して生ずるジメチルヒ素過酸化体を介して、核酸塩

基の酸化障害等の酸化ストレスを誘発することで、発癌プロモーション作用を

惹起する可能性を示唆した。一方、ジメチルアルシンは酸素分子と反応し、ジ

メチルアルシンラジカルおよびジメチルアルシン過酸化ラジカルを生ずるが、

これらラジカルには発癌イニシエーション作用を有することが推定された。

ヒ素発癌における究極活‘性体に関して、ここ数年でいくつかの仮説が提唱さ

れてきた。中でも、無機ヒ素代謝過程で生ずる硫黄原子が導入されたメチル化

代謝物の可能性も指摘され、特に勝耽発癌における役割が注目されている’3)。

また、無機ヒ素は助発癌作用を有することも指摘されてきており、興味が持た

れる’4)。いずれにしても、無機ヒ素それ自身の作用のみでヒ素発癌の機構を説
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明することは困難であり、その発癌機構解明にはメチル化代謝の意義が重要と

なりうる可能‘性を示すものであり、今後の研究の発展が期待される。
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Fig.1ジメチルアルシン酸の還元代謝過程で生ずるヒ素活性種
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精確なヒ素化合物形態分析のための認証標準物質一アルセノベタイ

ン標準物質、タラ魚肉粉末標準物質の開発一

（独）産業技術総合研究所計量標準総合センター(N脚ⅡJ）（計測標

準研究部門無機分析科環境標準研究室）

黒岩貴芳（t-kuroiwa＠aist､gojp）

はじめに

分析をする過程で、自分が行っている分析操作は正しく行われているのか？

得られた定量値は正しいのか？と悩んだことが誰でもあると思う。当然、適切

に妥当‘性や信頼性が確認されていない分析方法で得られた分析値では、信頼性

が低く、他の分析者との比較や議論の対象となりにくい。近年、国民の安全安

心に関する意識の高まりから環境・食品などの分野において様々 な試料中の有

害元素や化合物を分析、評価する必要性が増している。これらを適切に対処す

るためには、より精確な分析手法・分析結果が求められる。

環境や食品試料は組成が複雑で、そのままの分析は困難な場合が多く、試料

の前処理が必要となってくる。ヒ素の分析においても総ヒ素分析の際は酸分解

を行うし、ヒ素化合物分析の際には抽出操作を行うことになるが、その過程に

は共存元素や化合物による物理的・化学的干渉、不完全な分解や抽出による操
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作誤差、化学形態に依存する分析感度差などの問題がある。分析操作が正しく

行われているのか、得られた定量値は正しいのか、といった問題を解決する一

つの手段として、SI（国際単位系）にトレーサブルな標準物質の利用がある。化

学分析用標準物質は大別すると2つのタイプがあり、一つは純物質系の標準物

質で、いわゆる計量法トレーサピリティ制度（JCSS）の無機元素標準液などが

これにあたる。これらは装置の校正や検量線作成には必要不可欠なもので、こ

れがなければ実際の定量は困難を極める。もう一つは組成型標準物質で、これ

は分析試料と類似組成の標準物質を選択し、自分の試料と一緒に分析操作を行

うことで、分析操作全般の信頼‘性を確保するものである。これらを用いること

で、分析操作の妥当性の確保、定量値の質の保証が可能となる。また、SIにト

レーサブルな標準物質の利用は、世界的に同等’性のあるデータの提示につなが

り、比較や議論の対象となりえる利点がある。

しかしながら、ヒ素化合物分析に関して、これまで化学形態分析用標準液や

組成型標準物質の供給は、世界的に見ても未だ十分でないのが現状である。こ

こでは、SIにトレーサブルな新しいヒ素化合物分析用認証標準物質2種につい

て紹介させて頂く。

1．認証標準物質開発機関

（独）産業技術総合研究所（AIST）内の組織である計量標準総合センター

（NationalMetmlogyInstituteofJapan：NWⅡJ)は、我が国の国家計量機関として、

経済産業省が企画立案する政策のもと、計量標準や計測分析技術に関する研究

開発を行っていくとともに、質の高い標準供給業務を行い、我が国のトレーサ

ピリティ制度と法定計量制度の発展の一翼を担っている。その中で、ISOガイド

34(ⅡSQOO34:標準物質生産者の能力に関する一般要求事項）とISO規格17025

（ⅢSQ17025：試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項）に基づく品

質システムを構築し、計量法トレーサビリティ制度（JCSS）の標準物質の開発

と認証標準物質（N1皿JCRM）の生産を行っている。

NnmJが供給する標準物質は、分析機器の校正、分析方法の評価など、化学計

測における測定値を決定するために必要な標準物質であり、産業技術や研究開

発を支えるだけでなく、円滑な商業活動、地球環境の保全、安全で健康な生活

になくてはならないものである。

私共の環境標準研究室では、環境試料を中心に、元素や化合物の分析値の信
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頼'性確保や分析手法の妥当性確認に用いることのできる、組成型の標準物質の

開発に取り組んでいる。

2．ヒ素分析用認証標準物質開発の必要性

ヒ素は自然界で様々な化学形態として存在し、毒’性や代謝がその化学形態に

大きく依存している。魚類中のヒ素は主に無毒のアルセノベタインとして存在

することは周知のことだが、海外では海産生物中の無機ヒ素化合物が問題視さ

れ、摂取に対して警告を出した国もある。今のところ日本の法令等では「ヒ素

およびその化合物」としてヒ素の規制が定められており、形態の区別はなされ

ていない。

複数のヒ素化合物が存在する試料を取り扱う場合、化学形態に依存する分析

感度差なども指摘されており、総ヒ素分析でも精確な定量は困難である。また、

複雑な組成の試料が多い実際の環境分析では、前処理操作が必要であり、JCSS

標準液や市販の試薬を用いた標準液だけではなく、実試料と類似した組成の標

準物質を分析することで、精度管理や分析手法の妥当性確認を行う必要がある。

しかし、これまで国内ではSIへのトレーサビリティが確保されたものはJCSS

ヒ素標準液だけである。これはヒ素濃度は認証されているが、化学形態そのも

のは保証されてはいない。実際のヒ素化合物の分析では、市販の各種ヒ素化合

物粉末試薬を研究者個人で溶かして標準溶液として用いる場合がほとんどだと

思うが、用いる試薬純度が明確でないなど、そのままでは標準液として使用す

るのは困難であり、トレーサビリテイも確保されていない。また、国内でSIへ

のトレーサビリティが確保されたアルセノベタイン標準物質はなく、ヒ素化合

物濃度が認証されている組成型認証標準物質も世界で2種（DORM-2:NRCC、

TmaBCR627:Ⅲnmm）のみであった。そこで、我々は今回、アルセノベタイン

の分析手法の妥当性確認や分析操作の精度管理などに使用することを目的とし

て、主に校正用の標準液として利用できるアルセノベタイン水溶液標準物質

（NMIJCRM7901-a)、及び魚肉やそれに類似した組成試料中のアルセノベタイ

ンの定量に利用できる組成型のタラ魚肉粉末標準物質(NmmJCRM7402-a）を開

発した。

3．候補標準物質の調製

3．1アルセノベタイン水溶液
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アルセノベタイン合成試薬を原料物質とし、これを純水で溶解したものを、

褐色ガラス瓶に10mLずつ充填、密閉し、候補標準物質とした。

3． 2タラ魚肉粉末

日本海沖で捕獲したタラの筋肉部分のみを原料物質とし、凍結乾燥・凍結

粉砕・ふるい分け（<250mm）・混合均質化を行い、褐色ガラス瓶に109ずつ

小分けした。さらにガンマ線滅菌処理し、候補標準物質とした。

4．アルセノベタイン濃度認証のための精確な分析法

NMIJでは、より信頼‘性の高い標準物質を開発するために、SIへのトレーサビ

リティを確保すること、一次標準測定法を中心とした妥当性が確認された複数

の手法による特性値の決定を前提としている。

4．1アルセノベタイン水溶液

一次標準測定法である同位体希釈質量分析法（m－MS）を用いることが望まし

いが、ヒ素は安定同位体が1つであるため通常m－MSは適用できない。そのた

め、アルセノベタイン水溶液の特性値の決定では、妥当性を確認した①誘導結

合プラズマ質量分析法（ICP-MS）、②誘導結合プラズマ発光分光分析法

（ICP-AES)、③黒鉛炉原子吸光分析法（GFAAS）および④高速液体クロマトグ

ラフィー_誘導結合プラズマ質量分析法（IPLC-ICP-MS）の4種の分析法によっ

て測定した。

4．2タラ魚肉粉末

タラ魚肉粉末中のアルセノベタインの特性値の決定では、アルセノベタイン

の3つのメチル基の炭素をl3Cに置換したラベル化合物を合成し､化合物として

の同位体希釈-液体クロマトグラフィー-質量分析法（D-LC-MS)を確立し、適用

した。さらに、HPLC-ICP-MSによる分離条件の異なる2種の手法も用い、合わ

せて3種の分析法によって測定した。

5．アルセノベタインの認証値の決定

5．1アルセノベタイン水溶液

化学形態に依存する分析感度差をなくし、SIへのトレーサビリティを確保す

るため、アルセノベタインを硝酸一過塩素酸-硫酸混合溶液による加熱酸分解法に

より無機ヒ素化合物とした後、前述の①から④の方法を用い、JCSSヒ素標準液

を基準とした総ヒ素濃度の定量を行った｡4つの分析方法によって得られた定量
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値から、重み付け平均によって候補標準物質中の総ヒ素濃度を求めた。また、

不純物ヒ素化合物を確認するため、候補標準物質を前処理することなく、

I悪LC-ICP-MSによって化学形態分析をした結果、アルセノベタインの他にトリ

メチルアルシンオキシド（TMAO)が03％存在していた。よって、総ヒ素量に

おける0.3％はTMAO由来のヒ素量とし、特性値決定の際に除外した。この結

果、得られたアルセンベタイン由来となる総ヒ素量を、ヒ素の原子量およびア

ルセノベタインの分子量を用いてアルセノベタイン濃度に理論換算し、アルセ

ノベタインの特‘性値とした。特‘性値の不確かさは、定量に用いた標準液、値付

け測定、分析方法間差、試料の均質性、前処理法、不純物化合物およびmPAC

（国際純正応用化学連合）における原子量の不確かさを合成し、約95％の信頼

度を示す拡張不確かさ（k=2）として求めた（表1)。

表1アルセノベタイン標準物質の認証値

認証項目 特性値±拡張不確かさ（mg/kg）

アルセノベタイン 19.98 ± 0.47

5．2タラ魚肉粉末

一般的に生物試料からのヒ素化合物の抽出には水とメタノールの混合溶液を

用いた抽出が主に行われているが、メタノールを用いた場合、脱溶媒や濃縮操

作が不可欠となり、操作が煩雑になる。今回複数の手法でヒ素抽出の比較検討

を行い、タラ魚肉粉末からのヒ素化合物の抽出には、水だけを用いた超音波抽

出により行うこととした。特性値は、前述の3種の測定方法によって得られた

各定量値から、重み付け平均によって求めた。また、その不確かさは、定量に

用いた標準液、値付け測定、分析方法間差、試料の均質性および前処理に関す

る不確かさを合成し、約95％の信頼度を示す拡張不確かさ（k=2）として求めた

（表2)。なお、測定では先に開発したアルセノベタイン水溶液標準物質を用い

て濃度決定しており、認証値はSIトレーサブルである。

表2タラ魚肉粉末標準物質におけるアルセノベタインの認証値

認証項目 特性値±拡張不確かさ（mg/kg）

アルセノベタイン（Asとして） 33.1 ± 1.5

タラ魚肉粉末標準物質はアルセノベタイン濃度以外に13元素およびメチル水
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銀の濃度も認証している(表3)。これら全てもSIトレーサブルな標準液を用い、

m－MSを中心に妥当性を確認した複数の分析手法によって認証値の決定を行っ

ており、全ての認証値はSIトレーサブルである。また、認証書には参考値とし

て8元素の濃度を、参考情報としてアルセノベタイン以外のヒ素化合物の存在

比が記載されている。

表3タラ魚肉粉末標準物質における元素及びメチル水銀の認証値

認証項目 特性値士拡張不確かさ（mg/kg）

Cr 0.72士0．09

Mn 0．41士0．03

Fe 11.2士0．9

Ni 0.38士0．05

Cu 1.25士0．07

Zn 21.3士1．5

As 36.7士1．8

Se 1.8士0．2

H質 0．61士0．02

(R/kg）

Na 3.6士0．2

Mg 1.34士0．03

K 22.3士1．0

Ca 0．52士0．05

(mR/kg）

メチル水銀

(Hgとして）
0.58士0．02

6．本標準物質の活用および入手方法

NⅣnJCRM7901-aと7402-aは昨年度認証され、すでに頒布されている。 これ

らは海外同種のものより品質は良いと自負しており、IPLC-ICP-MSを用いた有

機ヒ素化合物の化学形態分析が盛んに行われている昨今、本標準物質が少しで

も多くのヒ素研究者に活用されることにより、分析値の信頼‘性向上、ヒ素化合

物の精確な分析法の開発、形態の違いによるリスク評価や規制など、研究の大

いなる発展に役立てて頂ける事を期待している。

NWⅡJでは、他にも多岐分野にわたる多くの認証標準物質を開発しています。

詳細は下記ホームページをご覧ください。なお、認証標準物質の頒布は、頒布

取扱業者（ホームページを参照）に委託していますので、入手に関してはそち
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らに直接お問い合わせください。

NMIJホームページ

標準物質のページ：

また、下記産総研のオ

httD:"wwwnmii加/index惨ht皿

hl加:"wwwnmii､ip/kosei/uSeIcrm・html

また、下記産総研のホームページ内の産総研広報誌「産総研TODAY」のページ

で、本標準物質の紹介がございますので、ご参照ください。

08/in廿a/p36/p36.htmli/aistinfb/aisttodaV/volO6鮒､:"www・aist,負o,ip/aist

i/aistinfb/aisttodayAZQ10609/infia/p38/p38.htmlhttD:"Wwwaist､gom/aist

なお、本標準物質の技術的なご質問やご意見は、ご遠慮なく筆者までご連絡

ください。

縦
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理事会だより

理事会では、日本ヒ素研究会の活性化に向けて議論を重ねています。まだ最終結論に

は至っておりませんが、参考までに検討中の内容を以下に列記しておきます。第13回

シンポジウムの際に開催される総会までには理事会の結論を得て､提案させていただき

ます。

◎シンポジウムの1年に1回の開催を目指して :シンポジウムを毎年開催してもらいた

いとの要望が会員の皆様から出されています｡開催の引き受け手をどうするかという

点で悩みが大きいのですが、毎年2日規模のシンポジウムではなく、2日と1日を隔

年程度に開催するという方向で検討しています。

◎ :Arsenicいtterを1年に1回発行

してきましたが（18年度は発行が遅れて19年に入っての発行になってしまいました

が)、会員サービスのためにも年2回程度の発行を目指し、内容も充実させたいと考

えています。そのためには、ArsenicLetterの発行を会長の責任で行うのではなく、担

当理事を理事会の中で決めたいと考えています。

◎会員増に向けて：シンポジウムの参加者は会員より非会員の方が多いので､会員増を

はかることは可能であると思います。シンポジウムを毎年開催するためには、引き受

け手と財政面の裏付けが必要になりますが、そのためにも会員増は必須です。これま

でのシンポジウムの参加費が安い（1年分の会費ただになる）という特典に加えて、

ArsemcLetterの充実を図りつつ会員増を目指したいと考えています。「シンポジウム

の発表者は会員に限る」というのも一案として出ています。

◎

◎

◎

会喪と会＝I， 豊について：会費は原則として2年単位でしたが、今後は1年単位

方向で検討しています。現在のところ、年会費は

シンポジウム参加費は非会員6m0円、会員3000

とし、さらに学生会員制度を設ける方向で検討しています。現在のところ

正会員3”0円、学生会員20”円、シンポジウム参加費は非会員6m0円、

円、学生会員2”0円程度を考えています。

について： ンポジウムでの優秀発表に対して表彰制度を導入する方向

法、対象者、表彰内容などについては今後具体的に煮詰めで検討しています。選考方法、

ていきます。

I雇会の機能化Iつい :理事役割分担の明確化、理事会の定例化、若手理事の登

用などによる理事会の機能強化を検討しています。
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第13回ヒ素シンポジウム開催の案内

第13回ヒ素シンポジウムは，下記の要領で平成19年11月23日（金）－24

日（士）に東海大学短期大学部（静岡）で開催されます。東海大学短期大学部

（静岡）は第1回、第2回シンポジウムが開催された場所で、日本ヒ素研究会

の故郷ともいえます。第1回、第2回シンポジウムで大会長をつとめられた松

任茂樹先生が再び大会長をお引き受けくださり、現在、事務局の本間智寛先生

とともに着々と準備を進めておられます。詳細が決まり次第、改めてお知らせ

いたしますが、会員の皆様におかれましては今からシンポジウムに予定をあわ

せ、ご参加いただけますようお願い申し上げます。

大会長：松任茂樹（東海大学短期大学部学長、日本ヒ素研究会副会長）

開催日：平成19年11月23日（金）－24日（土）

会 場：東海大学短期大学部（静岡）

（〒420-8511静岡県静岡市葵区宮前町101）

問い合わせ先：

本間智寛

〒420-8511静岡市葵区宮前町101

東海大学短期大学部

食物栄養学科

本間 智寛

Tel：054-261-6321内線：3253

E-mail：honma@sjc・u-tokai､ac,jp

13



会長

副会長

顧問

理事

監事

名誉会員

日本ヒ素研究会役員名簿（平成18，19年度）

塩見一雄 (東京海洋大学海洋科学部教授）

圃藤吟史（大阪市立大学医学部教授）

貝瀬利一（東京薬科大学生命科学部教授）

松任茂樹（東海大学短期大学部教授）

石黒三郎（元古河機械金属株式会社顧問）

戸田昭三（東京大学名誉教授、東京応化工業株式会社副社長）

大木章（鹿児島大学工学部教授）

小長谷保平（古河機械金属株式会社）

島田允尭（九州大学名誉教授）

神和夫（北海道立衛生研究所）

千葉啓子（岩手県立大学盛岡短期大学部助教授）

花岡研一（独立行政法人・水産大学校教授）

久永明（福岡県立大学人間社会学部教授）

虞柄泰基（北海道大学大学院工学研究科教授）

槙田裕之（九州大学医学部助教授）

山内博（北里大学医療衛生学部教授）

山岡到保（産業技術総合研究所・グループ長）

山中健三（日本大学薬学部助教授）

鰐淵英機（大阪市立大学医学部教授）

高橋章（東海大学短期大学部教授）

PeterJ・Craig（DeMonfortUniversity）

JohnS・Edmonds（独立行政法人・国立環境研究所）

井上尚英(九州大学名誉教授､浅木病院パーキンソン病療育センター長）

岡田昌二（静岡県立大学名誉教授）

田川昭治（水産大学校名誉教授）

戸田昭三（東京大学名誉教授、東京応化工業株式会社副社長）

前田滋（鹿児島工業高等専門学校長）

山村行夫（聖マリアンナ医科大学名誉教授）

＊役員は所属を公開しても問題ないと判断し、氏名と所属の両方を記載いたし

ました。
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日本ヒ素研究会規約

総則

第1条 この研究会を日本ヒ素研究会（JapaneseArsemcScientist'sSociety；略
JASS）と称する。

事務局を日本ヒ素研究会会長の研究室におく。第2条

目的および事業

第3条この研究会はヒ素およびヒ素と関連した元素に関する研究の交流・提携および
促進をはかり、学術・文化の発展に寄与することを目的とする。

第4条前条の目的を達成するため次の事業を行う。
1．学術講演会および研究集会（ヒ素シンポジウム）の開催
2．研究情報誌の発行

3．その他、目的達成のために必要な事業

条
条
条
条

員
５
６
７
８

会
第
第
第
第

この研究会の目的に賛同する個人および団体をもって会員とする。
会員はこの研究会が行う事業を享受することができる。

会員は会費を納入しなければならない。会賢の金額は、別に定める。
会員になろうとする者は、入会申し込み書を本会事務局に提出し理事の許可を
受けなければならない。

本会を退会しようとする時は、事務局に退会届を提出する。
名替会員は本研究会の発展に、特に功績のあった者および理事が特に承認した
者とする。名誉会員は、会費を免除される。

第9条

第10条

役員

第11条

第12条

この研究会に会長1名・副会長3名および顧問、理事若干名と監事をおく。
会長は本会を総括し、副会長は会長を補佐する。会長は理事会を召集し、理事
は理事会の決議にもとづき本会の事業を推進する。
顧問は前会長･副会長の中から理事会において選出される｡本研究会は顧問に、
本会の事業推進についての助言・指導を仰ぐ。

役員の任期は2年とし､総会の合意により選出される｡但し､留任は妨げない。

第13条

第14条

総会

第15条総会は､少なくとも2年に1回開催されるヒ素シンポジウム時に開催し、事業
報告、事業計画、規約の改定等の重要事項を審議・決定する。

条
条

６
７

計
１
１

会
第
第

本会の経費は、会費、寄付金、その他の収入によってまかなわれる。
会長は収支決算書を作成し、監事による監査を受け、総会の承認を受けなけれ
ばならない。

本会の会計年度は、1月1日に始まり12月31日をもって終わりとする。第18条

会費

第19条会費は、個人年会費を3,000円とし、団体年会費を20,000円とする。

付則

本規則は、

本規則は、

本規則は、

昭和60年11月23日から施行。

昭和61年4月5日一部改定。

平成7年11月24日改定。平成8年1月1日から施行。
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編集後記

お詫び：日本ヒ素研究会の機関誌「ArsenicLetter」の第11号をお届けいた

します。本来、18年度中に発行するべきところが大幅に遅れてしまい、会員の

皆様にはご迷惑をお掛けしたことを心からお詫び申し上げます。

記事について：今回は2名の先生（山中先生と黒岩先生）からご寄稿いただ

きました。山中先生には、平成18年11月3－4日に宮崎で開催された「地下水

砥素汚染による健康被害とその対策に関する国際シンポジュウム～士呂久から

アジアへ－35年の歩み～」において「ヒ素の発癌メカニズム」としてご講演さ

れた内容を、「ヒ素の発癌メカニズムージメチルヒ素の代謝過程で生ずるヒ素活

性種の発癌への関与一」としてまとめていただきました。ジメチルヒ素の代謝

産物による発癌に関する最新の知見がうかがえると思います。同国際シンポは

日本ヒ素研究会も後援し、日本ヒ素研究会からは山中先生の他に2名の先生も

ヒ素化合物の発癌に関して講演されておられます。次号にはその内容も掲載で

きると思います。一方、黒岩先生には「精確なヒ素化合物形態分析のための認

証標準物質一アルセノベタイン標準物質、タラ魚肉粉末標準物質の開発一」と

題してご寄稿いただきました。ヒ素化合物の分析に携わっている会員諸氏にお

かれましては、分析法の正しさがいつも気になっていると思われますが、その

点で黒岩先生らが開発された2種類の標準物質は大いに助けになると思われま

す。不明な点などがあれば、黒岩先生にお問い合わせください（黒岩先生の

e-mailアドレスは、著者名の後ろに括弧書きで記載されています)。

会員名簿について：個人情報保護法との関係で、今回から会員名簿は氏名に

限ることにしました。会員の所属、住所、電話番号、e-mailアドレスなどは、事

務局で責任を持って管理いたします。研究上の問題などで会員相互に連絡を取

りたいが連絡先がわからないということが出てくると思います。ご不便をおか

けいたしますが、そういう場合にはまずは事務局にご相談ください。

理事会だよ処：現在、理事会ではヒ素研究会の活性化に向けて議論をしてい

ます。議論の途中経過ではありますが内容を「理事会だより」として掲載いた

しました。理事だけでなく、会員の皆様におかれましてもいろいろご意見があ
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るかと‘思います。研究会の活'性化のために、忌’陣のないご意見をお寄せいただ

ければ幸いですので、どうかよろしくお願い申し上げます。

最後に、今回のArsenicLetterの発行に当たっては、研究室の小林征洋君を

はじめとする学生諸君にもお手伝いをいただきました。ここに記して感謝申し

上げます。なお、ヒ素研究会やArsenicLetterに関するご意見、ご要望などが

あればいつでもご遠慮なく事務局までお寄せください。

〒108-8477

東京都港区港南4-5-7

東京海洋大学食品生産科学科・

日本ヒ素研究会事務局

塩見一雄

TEL：03-5463-0601

FAX：03-5463-O669

E-mail：shiomi@kaiyodai・ac・jp

＊E-maiIアドレスが変更になりましたのでご注意ください。これま

でのアドレスshiomi@s.kaiyodai.ac､jpは平成20年3月までは受信

可能ですが、お手元のアドレスはできるだけ早くお改めいただける

と幸いです。
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